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１．はじめに 

全国各地で豪雨等による水害・土砂災害による被

害が生じており，流域治水の取組が進められている． 

流域治水の取組は，「河川・下水道等における対策」，

「集水域における対策」，「氾濫域における対策」に大

別 1)される．浸水リスクは災害リスクの中でも即地

性が高く，土地利用によって浸水リスクの本来的な

回避も可能なことから，氾濫域の対策はいわゆる

「整・開・保」や「立地適正化計画」等の土地利用の

規制・誘導の取組との親和性が高い．一方，土地利用

分布は安全性からだけでは決定されず，規制等の諸

条件に加えて立地主体の意思決定の影響力が大きい

ことに留意が必要である．また，立地主体は「世帯」

に加えて「企業」を考慮する必要がある．令和元年経

済センサスの甲調査（民営事業所）では，約 640 万

の事業所のうち新規把握事業所は約 120 万を占める

が，企業の立地選択時の意向等の把握は課題である． 

そこで，企業の移転状況や立地選択時に重要視さ

れる要素等の把握を目的としたアンケート調査を実

施した．本論は，その結果の概要と考察を報告する． 

２．アンケート調査の設計 

（１）アンケート調査の概要 

手法は民間調査会社の WEB アンケートとした．企

業の立地選択に関わる調査であることから，回答者

は企業の経営層に近い役職の方（具体的には部長ク

ラス以上）を対象とし，オフィス・工場等の移転・新

設等がある場合の意思決定に一定の関与がある方と

した．集票数は全 4,000 票で，従業員数規模で 5 区分

【50 人｜100 人｜300 人｜1,000 人で区分】し，各区

分が 800 票となる様に割付を行った． 

（２）設問項目 

設問項目の構成は表 1 のとおりとし，基本情報の

【属性情報】の他，【企業の立地・移転行動】，【災害

リスク認知】，【その他】の情報について確認する構成

とした．本調査の実施時期は 2023 年 6 月である． 

表 1 設問構成 

項目 選択肢例 趣旨 
属性情報 回答者の職業，業種，役

職，企業規模 等 
権限を有す

る方を対象 
立地・移転

関連情報 
移転頻度，移転時の重

要要素 等 
立地選択行

動を把握 
災害リスク

認知に関す

る情報 

浸水被害経験の有無，

洪水 HM の認知，洪水

HM に求める情報 等 

災害リスク

の理解度等

を把握 
その他 BCP 策定状況，事業継

続判断の重要情報 等  
事業継続の

行動を把握 

３．アンケート調査の結果概要 

（１）移転頻度と移転理由 

移転頻度に関する結果を表 2 に示す．移転を一回

以上経験した回答者は 2,248 票（56.2％）であった．

直近の移転時期の平均は「9.1 年前」，最多回答帯は

「11～15 年前」となっており「概ね 10 年」が企業の

移転行動の一定の目安となっている傾向がある． 

表 2 移転経験 [N=2,248 票] 

 

直近の移転理由を図 1に示す．「事業拡大」が最多

理由であり「被災・災害リスク低減」は最小である． 

 
図 1 直近の移転理由 [MA]，N=2,248 
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2回以上 1,098 94 82 110 59 143 41 58 47 16 112 173 59 79 25

小計 2,248 185 157 197 107 244 90 110 87 32 221 359 161 262 36

割合 56.2%
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直近移転時の移転理由の選択率（％） 



（２）今後の移転動向と移転検討時の重要要素 

今後の移転を予定する回答数は 585（14.6％），将

来的に検討は 855（21.4％）と小計で 1/3 を超える．

移転を検討する理由は図1と概ね同様の傾向である． 

今後，移転・新設等を検討する場合に重要視する要

素を図 2，最重要視する要素を図 3に整理する． 

重要要素は「用途地域」，「ライフラインの安定性」，

「賃料」等が上位となる．各災害のリスク低減化は，

複数回答（図 2）では過半数が重要と回答するが，最

重要要素（図 3）では，最も選択率が高い「地震（3.7％）」

でも 23 項目中 10 位と決して高くない位置となる． 

 

図 2 移転検討時の重要要素 [MA]，N=4,000 

 

図 3 最も重要視する要素 [SA]，N=4,000 

（３）行政からの移転要請への対応姿勢 

仮に行政から移転要請を受けた場合の受け入れ傾

向を整理すると表 3，図 4のとおりであり，条件付き

を含め 80％近くが「受け入れ可」を示す．条件は「費

用負担」や「現状と同程度の規模」が主である． 

表 3 移転要請への対応姿勢 [SA]，N=4,000 

 

従業員規模別での傾向には大きな差異はないが，

むしろ大規模な企業で受け入れが高い傾向がある． 

 

図 4 従業員規模別の対応姿勢 [SA]，N=4,000 

（４）浸水リスクと市街地集約に関する価値観 

洪水時の浸水想定区域が現在の市街地となってい

る場合の対応に関する意見は表 4のとおりである． 

最多はハード整備（25.5％）であるが，土地利用規

制・誘導に対しても 20％前後の選択を得ており，ア

ンケート回答でのバイアスを考慮しても，規制・誘導

の取組には一定の受容可能性があると考えられる． 

表 4 リスク軽減施策に対する意見 [SA]，N=4,000 

 

４．まとめと今後の対応 

本調査の結果から，企業における移転は 10 年程度

を基準に一定割合で発生していること，また，移転時

に災害リスクは総論としては考慮対象となるものの

決定力自体は低いことを確認した．その一方で，移転

に関わる行政要請の受認傾向等から，土地利用の規

制・誘導が機能する可能性の示唆も確認した． 

人口減少社会において，企業立地に関わる土地利

用施策は，安全・安心に加えて地域の持続可能性等の

様々な都市活動に影響する重要な取組と考える．今

後，土地利用モデル等への展開・検討を進める． 
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